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健やかに暮らせるまちづくりを推進するため，安心して医療が受けられる体制づくり

に努めるとともに，高齢者一人ひとりの健康づくりと，要介護状態に陥ることを防ぐ介

護予防に取り組みます。 

 

１ 安心して医療を受けるために 
 

（１）現状と課題 

健やかなまちづくりを実現するためには，高齢者がいつでも身近なところで安心して，

質の高い保健や医療が受けられる環境を整えることが必要です。そのためには，医師会

など関係機関との連携を強化し，救急医療体制の維持や充実を図るとともに，医療機関，

保険制度等の情報提供を行い，いつでも安心して受診や相談ができる，かかりつけ医，

かかりつけ歯科医，かかりつけ薬剤師の普及を推進する必要があります。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

医療保険制度については，出前講座，倉敷広報チャンネル，広報紙などを積極的

に活用し，情報提供に努めます。        （医療給付課・国民健康保険課） 

 

ホームページや保健所だよりなどを利用して，「おかやま医療情報ネット」の周知

や医療機関の情報提供を行います。                 （保健課） 

 

 

 

 

《在宅医療・介護を支える体制整備》 

医療と介護両方のニーズを併せ持つ高齢者の増加が見込まれることから，在宅医

療と介護に関わる多職種の連携により，利用者からみて一体的な支援・サービスの

提供体制を構築するために，倉敷市在宅医療・介護連携推進会議等を軸として現状

や課題等の共有を図りつつ，在宅医療・介護の連携に向けた取組を強化します。 

                                                （健康長寿課） 

ア 医療機関・保険制度の情報提供の充実 
イ 在宅医療と介護連携の推進 
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《多職種連携の推進》 

医療や介護の連携が必要な時（入退院，療養生活，人生の最終段階など）に応じ

て，患者の情報がスムーズに共有できるような仕組みづくりを行います。また，顔

の見える信頼できる関係づくりのため，多職種による事例検討会や情報ツール（医

療・介護連携シート，倉敷市健康パスポート，入退院調整ルール等）を活用した研

修や交流会等を継続的に行いながら，連携の裾野を広げつつ，強化していきます。 

（健康長寿課） 

《医師会等関係団体と連携した取組》 

医師会等関係団体と協働し，在宅医療を行う医師等の増加に向けて，医師をサポ

ートする多職種と医師の連携強化を図る勉強会の開催等に取り組みます。 

（健康長寿課） 

《市民への啓発の推進》 

在宅医療や人生の最終段階に係る市民の理解を深めるための普及啓発を，保健所

健康づくり課や各保健推進室などと取り組みます。その際には，もしもの時のため

に本人の意向を尊重した医療が行われるようあらかじめ本人，家族，医療・介護等

関係者で話しあうなど，ACP（アドバンスケアプランニング）の考え方について国

も推奨していることを踏まえます。また，市民や専門職がお互いに学び合う場づく

りを進めます。                 （健康長寿課・健康づくり課） 

 

《医療・介護の専門職からの相談対応の強化》 

認知症の困難事例などについて適切な支援を提供するため，医療・介護の専門職

が相談できる窓口を設置し，相談対応を強化します。              （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－イ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

 

 

 

市民に対し，日常の健康状態（体質・病歴等）を把握し，疾病の予防や治療，生

活習慣の管理など，日頃から気軽に相談ができ，いざという時には専門医を紹介し

てくれる身近な「かかりつけ医」「かかりつけ歯科医」「かかりつけ薬剤師」を持つ

ように啓発します。また，市内病院等が中心となって実施している，医療機関と上

手に付き合う等をテーマに，地域住民と医療機関がともに考え，心かよう地域医療

を目指す取組などを引き続き支援します。   （健康長寿課・保健課・健康づくり課） 

  

ウ かかりつけ医等の推進                    
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岡山県と協力して，休日及び夜間における市民の急病の医療需要に対処する医療

体制を確保し，市民がいつでも安心して医療が受けられる環境を提供します。 

                                （保健課） 

 

 

 

 

《病院，診療所などへの立入検査》 

市民に適切で良質な医療が提供されるよう，医療機関への立入検査・自主点検及

び指導を行い，医療機関の医療安全対策の充実強化を図ります。     （保健課） 

 

 

 

 

《医療安全相談窓口による相談》 

医療に対する心配事や苦情の相談に対応し，患者家族の不安解消や中立的な立場

から患者と医療機関との双方の問題解決に向けた取組を支援するように努めます。 

（保健課） 

 

 

２ 健康づくりを進めるために 
 

（１）現状と課題 

市民の健康状況をみると，公衆衛生の向上や医療技術の進歩等により，平均寿命は大

幅に伸び，全国平均を大幅に上回っていますが，一方では脳卒中による死亡率が高い等，

生活習慣病が増加しているほか，これに起因するねたきりや認知症等，要介護者が増加

しています。健康づくりを進めるためには，健康を増進させ，病気を予防する一次予防

と，健康診査による生活習慣病の早期発見・早期治療の二次予防を適切に行うことが必

要です。 

本市では，倉敷市健康増進計画「健康くらしき 21・Ⅱ」を市民と協働して推進する

とともに，第二次倉敷市食育推進計画に基づき，食を通じた健康づくりを推進していま

す。今後も，これらの計画に基づいて，「健康寿命の延伸」「生涯現役」を図るべく，保

健事業のさらなる充実を進める必要があります。 

エ 緊急医療体制の確保           
オ 医療機関への指導・監査             
カ 患者からの相談対応体制の整備 
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（２）施策の展開方向 

 

 

 

《くらしき健康福祉プラザにおける健康づくり事業の実施》 

くらしき健康福祉プラザにおいて，体力測定，食生活調査及び生活習慣等の各種

質問により，個人に応じた運動，食事，休養の各処方を作成し，保健指導や各種ト

レーニング，セミナーを実施することで，一人ひとりの健康増進を図ります。 

（健康づくり課） 

 

 

 

 

《健康相談の充実》 

生活習慣病や心身の機能低下を予防し健康増進を図るために，保健師，栄養士，

歯科衛生士等が，広く市民に対して，各種イベントや，保健所，児島・玉島・水島・

真備保健推進室の窓口，電話などで健康に関する相談を行います。 （健康づくり課） 

 

《栄養相談の実施》 

生活習慣病や低栄養等の不安やリスクがある方に対して，保健所，児島・玉島・

水島・真備保健推進室の窓口や電話などで，栄養・食生活などに関する個別相談を

行い，健康の維持，改善を図ります。             （健康づくり課） 

 

《歯科相談の実施》 

むし歯，歯周病の予防や，舌や唇などの口腔機能の低下を予防するため，保健所

の窓口や電話などで，不安やリスクがある方への個別相談を行い，健康の維持，改

善を図ります。                       （健康づくり課） 

 

 

 

 

がんや脳卒中，心臓病などの生活習慣病の早期発見，早期治療を目的に，健康診

査や各種がん検診，歯周病検診の周知に努めるとともに，高齢者支援センターとも

連携を図りながら受診率向上を図ります。 

また，健康診査や各種がん検診の実施後は，生活習慣の改善に向けて保健指導や

情報提供，精密検査の必要な方への受診勧奨を行います。    （健康づくり課） 

ア 総合的な健康づくりの推進 
イ 健康・栄養・歯科相談の実施 
ウ 健康診査・各種検診の実施 
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《歯科訪問健康診査の実施》 

歯科医院への通院が困難な在宅ねたきり者等に対し，歯科医師等が訪問により健

康診査及び歯科保健指導を実施することにより，口腔衛生の保持増進を図り，生活

の質（QOL）の向上を目指します。              （健康づくり課） 

 

 

 

 

心の健康づくりへの関心を高めるために，高齢者や支援者に対してうつ病やアル

コール依存症，認知症などの病気，睡眠や休養などの生活習慣について，医師や保

健師等による健康教育を行っていきます。 

また，地域への心の健康づくりの啓発や推進を担う人材として「くらしき心ほっ

とサポーター」を養成し，協働して心の健康づくりを推進します。 

（保健課・健康づくり課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

くらしき心ほっとサポーター数 人 130 130 130 

 

 

 

 

生活習慣病及び低栄養・オーラルフレイルを予防し，心豊かな食生活を送るため

に，出前講座やさまざまな機会を捉えての健康教育や，栄養改善協議会等の関連団

体と連携した普及啓発により，広く市民に対して，食育の推進を図ります。 

（健康づくり課） 

 
  

 

 

生活の質（QOL）の向上を目指し，生涯口から食べ続けるために，各歯科医師会

等関係団体と協議しながら，歯周病検診や訪問歯科健診を実施するとともに，歯を

失う大きな原因となるむし歯や歯周病の予防法，さらには口腔機能の維持向上を目

的とした健口体操などについて，出前講座等の健康教育，各種イベント等の健康相

談において広く啓発を行います。               （健康づくり課） 

エ 心の健康づくりの推進 
オ 食を通じた健康づくりの推進 
カ 歯（口）の健康づくりの推進 
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加齢に伴って生じる筋力低下や歩行能力の低下を予防し，運動機能の維持・向上

による介護予防を図るために，健康体操（「健康くらしき 21・Ⅱ・健康マーチ」）や

日常生活における歩数の増加等の普及に努めます。 

また，愛育委員会が中心になって作成したウォーキングマップ「くらしき まち

歩き さと歩きマップ」の普及・啓発や，マップを活用した健康ウォーキング大会

を関係機関と協働して開催するなどにより，運動習慣の普及に努めます。 

                             （健康づくり課） 

 

老人クラブが設置するゲートボール場及びグラウンドゴルフ場の整備費用等の一

部を補助することにより，高齢者の地域社会における仲間づくり，生きがいの向上，

介護予防を図ります。                     （健康長寿課） 

 

市民の誰もが気軽に参加できる「市民あるく日」や，ニュースポーツを体験でき

る「地域健康スポーツ教室」の開催，「学区体育祭補助金」制度による地域住民のス

ポーツ活動の促進，スポーツに関する指導及び助言を行うスポーツ推進委員の派遣

を行います。                       （スポーツ振興課） 

 

 

 

 

高齢者支援センター等において，地域住民の健康状況やニーズを踏まえた健康に

関する各種講座を開催します。 

また，各種団体と連携を図ることにより，市民の健康意識の向上を目指します。

若い世代からの健康づくりの取組が介護予防につながることから，健康づくりと介

護予防の連携を強化し効果的な啓発を進めます。健康ボランティアとの協働など，

市民参加型の学習の場をより充実させます。              （健康長寿課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

介護予防事業参加者延人数 

（高齢者支援センター関連） 
人 17,000 18,000 19,000 

介護予防事業参加者延人数 

（倉敷市総合福祉事業団関連） 
人 22,000 22,500 23,000 

キ 運動・生涯スポーツの推進 
ク 健康づくりに関する講座（転倒予防・骨粗しょう症）の開催 
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市民の健康意識の向上と健康習慣の改善による健康増進を図るために，保健師，

栄養士，歯科衛生士等が，出前講座や地域イベント等のさまざまな機会を捉えて，

生活習慣病や転倒・骨折などの予防に関する健康教育を実施します。実施にあたっ

ては，健康ボランティアとの協働など，市民参加型の学習の場の充実を目指します。 

 （健康づくり課） 

  

 

 

 

《予防接種の実施》 

高齢者に対し，接種費用を助成することで，予防接種を促進し，疾病の発症や重

症化を予防します。                        （保健課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

高齢者インフルエンザの 

予防接種者数  
人 73,000 73,000  73,000  

  

 

《高齢者はり・きゅう施術費の助成》 

70歳以上の高齢者で，運動器疾患及び末梢神経疾患により，はり・きゅうの施術

が必要な人に対して，施術券を交付し，施術費の一部を助成することで，高齢者の

健康の維持・増進を図ります。                  （健康長寿課） 

 

《老人入浴券の交付》 

65歳以上の高齢者で自宅に入浴設備がなく，生計中心者の市民税が均等割課税以

下の世帯の方に対し，公衆浴場の入浴券を交付することで，高齢者の福祉の向上を

図ります。                                                   （健康長寿課） 

ケ 経済的負担に対する助成 
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３ 要支援・要介護状態にならないために 
 

（１）現状と課題 

高齢者のひとり暮らしや高齢者のみの世帯が増加し，支援を必要とする方が増加する

と見込まれる中，健康寿命の延伸を図るとともに，高齢者の生きがいや介護予防につな

がる社会参加を推進し，介護予防の取組を強化することが重要です。そのため，地域の

サロン活動をはじめとした通いの場を引き続き充実させる必要があります。 

また，高齢者は気づかないうちに，心身機能や生活機能が低下するフレイル状態に陥

りやすいため，フレイル状態になる前に，予防することが必要です。そのためには機能

維持や改善，社会参加意欲の向上を図り，地域で自分らしい暮らしができるように支援

することが重要です。 

そのため，リハビリテーションの観点も取り入れ，多職種で支援を検討し，高齢者の

自立支援に資するケアマネジメントの向上に取り組みます。 

さらに，認知症に対する理解の促進も重要な課題となっており，その普及・啓発も強

化していく必要があります。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

介護予防に資する基本的な知識を普及・啓発するため，パンフレット等の作成や

講演会を開催するとともに，介護保険の知識や適正な介護サービスの使い方，健康

長寿に関して出前講座を開催します。また，高齢者が健康を維持し，要支援・要介

護状態にならないために，転倒骨折予防事業をはじめとした各種介護予防事業を実

施します。                    （介護保険課・健康長寿課） 

 
高齢者支援センター等において，地域住民の健康状況やニーズを踏まえた健康に

関する各種講座を開催します。 

また，各種団体の情報の一元化や連携を図ることにより，市民の健康意識の向上

を目指します。さらに，健康ボランティアとの協働など，市民参加型の学習の場を

より充実させます。                      （健康長寿課） 

 
健康づくりの知識の普及や住民主体の健康づくり活動の支援を実施し，介護予防

への意欲が高まるよう働きかけます。 

また，高齢者支援センターと保健師が連携し，普段の活動を通して住民の介護予

防に対する関心・意欲を高めるよう働きかけます。       （健康づくり課） 

ア 介護予防の普及・啓発 
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《ふれあいサロン活動》 

閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等が，孤立感の解消や社会参加，健康づくり， 

介護予防，仲間づくりなどができるよう，公民館等で談話会・趣味活動・健康教室等と

いった活動を月に１回以上実施するサロンの支援を行います。     （健康長寿課） 

（Ⅱ－１－イ･ウ）【生きがいをもてるまちづくり＞さまざまな人々とふれあうために】再掲あり 

（Ⅱ－２－ア）【生きがいをもてるまちづくり＞いつまでも学び続けるために】再掲あり 

《健康いきいきサロン》 

医療機関や介護事業所において，地域交流スペース等を活用し，医療や介護の専門職

が地域住民と協働して運営するサロンを支援し，高齢者の社会参加を促進します。 

                                   （健康長寿課） 

《地域の多様な通いの場への支援》 

生活支援コーディネーターが，高齢者支援センターや地区社協，コミュニティ協議会，

小地域ケア会議と連携して，地域の中でいきいき百歳体操やラジオ体操等の運動を中心

にした通いの場や，食事会や茶話会等の多様な交流を行っている通いの場を把握し，運

営等の支援を行います。                      （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－ア）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

 

 

 

《短期集中健幸アップ教室》 

要支援認定者等に対して，リハビリテーション専門職等が３～６か月間積極的に関わ

り，訪問や通所のプログラムを組み合わせ，身体機能に加え生活機能の向上を図り，社

会参加の意欲が増えるように支援を行います。             （健康長寿課） 

 

《地域ケア個別会議》 

要支援認定者等の自立支援と生活の質の向上を図るため，管理栄養士やリハビリテー

ション専門職等の多職種の視点やアドバイスにより，介護サービスと地域資源を適切に

組み合わせた自立支援に資するケアマネジメントを進め，高齢者がその人らしい生活が

送れるよう支援します。                      （健康長寿課） 

イ 社会参加による介護予防の推進 
ウ 高齢者の自立支援に向けた取組 
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《リハビリテーション専門職との連携強化》 

地域の方々が効果的な体操を行えるように，また，高齢者支援センター職員等が自立

支援に資するケアマネジメントを行えるように講習会を開催する等，リハビリテーショ

ン専門職との連携を強化します。                 （健康長寿課） 

 

《通いの場へのリハビリテーション専門職の派遣》 

地域における健康づくり，介護予防の取組を強化するために，住民主体となって行う通

いの場等にリハビリ専門職を派遣し，効果的な体操等を指導することでフレイル予防に

取り組みます。                                        （健康長寿課） 

 

《要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制の構築》 

本市におけるリハビリテーションサービスの提供実態として，リハビリテーションに関

する加算の算定者数が全国・県と比較しても多いことから，比較的充実した自立支援サ

ービスの提供体制が整備されていると考えられます。 

今後も，その体制が維持できるよう，事業所に対して加算の取得ができる体制の構築

が促せるように情報提供を行っていきます。                    (介護保険課） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

加算種別 倉敷市 岡山県 全国

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ以上） 504.62 327.66 161.35

認知症短期集中リハビリテーション実施加算 53.57 40.63 32.88

個別リハビリテーション実施加算 18.7 44.47 57.37

短期集中個別リハビリテーション実施加算 153.42 149.06 136.36

生活機能向上連携加算 499.97 277.72 198.65

経口維持加算（リハビリテーションサービス） 63.68 50.29 51.33

出典：厚生労働省：地域包括ケア「見える化」システムより作成（令和元(2019)年度実績）

リハビリテーションに関する加算の算定者数の比較（単位：人[認定者1万対]）
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《認知症予防・啓発》 

出前講座など，さまざまな場での健康教育などを通して，認知症に対する理解や予防

の取組，早期発見するための知識の普及啓発を図ります。また，認知症キャラバン・メ

イト（認知症サポーター養成講座を開く講師）に登録する方を増やし，認知症サポータ

ーを地域に増やすことによって，認知症とその家族が安心して暮らせるまちづくりを推

進します。 

さらに，認知症の発症及び進行の防止，認知症に対する理解や対応等の普及・啓発を

目的として情報提供，運動，脳力トレーニング等を行います。 

（健康長寿課・健康づくり課） 

《生活習慣病予防》 

認知症の発症予防のため，認知症の危険因子とされている高血圧，糖尿病等の生活習

慣病や喫煙等について，出前講座や地域イベント等のさまざまな機会を捉え，医師，保

健師，栄養士，歯科衛生士等が食事や運動習慣の改善や禁煙等に関する健康教育・健康

相談を実施します。 

また，健康診査の結果により，必要な方に対して保健指導を実施し，受診勧奨や生活

習慣の改善を図ります。                     （健康づくり課）  
《糖尿病重症化予防》 
認知症の発症予防のため，認知症の有病率に影響することが認められている糖尿病の

重症化予防の取組を推進します。出前講座や地域イベント等のさまざまな機会を捉えて

広く市民に糖尿病予防について啓発するとともに，糖尿病を早期発見・早期治療するた

めに，健康診査の周知及び受診率向上に努めます。また，健康診査の結果により，必要

な方に対して保健指導を実施し，受診勧奨や生活習慣の改善を図ります。 

                     （健康づくり課・国民健康保険課） 

 

 

 

 

《脳卒中予防》 

要支援・要介護状態となる主要な原因のひとつである脳卒中を予防するために，出前

講座やさまざまな場での健康教育などを通じて，脳卒中に対する理解と予防策について

の普及啓発を図ります。                                      （健康づくり課） 

エ 認知症予防の推進 
オ 脳卒中予防の普及・啓発  
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安全に楽しく食事をし，生きがいのある自立した生活を送ることができるよう，噛む

こと，飲み込むことがスムーズにできる体操等の指導を介護予防教室において行います。 

（健康長寿課） 

 

出前講座などさまざまな場での健康教育やイベントを通して，生涯自分の歯（口）で

食べるために自分の歯を保持し，口腔機能を維持・向上することの大切さについて，知

識の普及啓発を図ります。 

また，歯科医師会や高齢者支援センター等との連携も強化し，多職種と現状や課題を

共有しながら，あらゆる機会を通じて地域への普及啓発を図ります。 （健康づくり課） 

  

 

 

 

《栄養改善》 

栄養改善協議会などの地域のボランティア団体等と連携し，高齢者を対象に料理教室

等を行い，食を通じた健康づくりを推進するとともに食生活の自立を支援します。 

                          （健康長寿課・健康づくり課） 

 

《給食サービスによる見守り》 

援護を必要とするひとり暮らし高齢者等に対し，栄養のバランスを配慮した食事を居

宅まで配食し，安否確認を実施することにより，高齢者等の福祉の増進を図ります。 

                                       （健康長寿課） 

（Ⅲ－１－オ）【安心して暮らせるまちづくり＞安全・安心な暮らしをおくるために】再掲あり 

カ 口腔機能の維持向上  
キ 栄養状態の改善 
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生きがいのもてるまちづくりを推進するため，高齢者の出会う場，学ぶ場，活躍する

場の創出に取り組みます。 

 

１ さまざまな人々とふれあうために 
 

（１）現状と課題 

高齢者の閉じこもりを防ぎ，外出の機会を確保するとともに，一人でも多くの高齢者

が活動的な生活を営めるように，高齢者が気軽に集い，仲間と出会うことができる憩の

場の創出が求められています。 

市では，くらしき健康福祉プラザ，まびいきいきプラザ，老人福祉センター，憩の家，

公民館等を利用して，高齢者の介護予防活動や交流活動，仲間づくり活動を推進してい

ます。さらに，イベントの開催や高齢者のスポーツ活動等への支援を通じて，高齢者が

さまざまな人とふれあい，交流する場の確保に努めており，これらの支援を今後も引き

続き推進する必要があります。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

地域における介護予防事業の拠点として，老人福祉センター（市内４か所）や憩

の家（市内 36か所）を活用することにより，高齢者等が気軽に集い，仲間との出会

いや交流の機会の拡充を図ります。               （健康長寿課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

老人福祉センター延利用者数 人 83,300 83,300 83,300 

憩の家延利用者数 人 331,000 331,000 331,000 

 

ア 老人福祉センター・憩の家の活用  
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《三世代ふれあい交流事業の支援》 

三世代（子ども，親，高齢者）の軽スポーツ，レクリエーション等の大会を通し

た交流を支援することで，若年者の高齢者に対する理解を深めるとともに，長寿社

会における高齢者の健康と生きがいを高め，介護予防を図ります。 （健康長寿課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

三世代ふれあい交流事業 

参加人数 
人 5,650 5,700 5,750 

  
 

《いきいきふれあいフェスティバルの実施》 

誰もが気軽に集い，健康づくりや生きがいづくりなどを楽しみながら体験できる

場をつくり出し，ハンディのある人もない人もお互いに尊重し，支え合える社会づ

くりに資することを目的とし，健康づくり，ボランティア体験，スポーツ・レクリ

エーション等のイベントを行います。                        （保健福祉推進課） 

 

《ふれあいサロン活動》 

  閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等が，孤立感の解消や社会参加，健康づくり， 

介護予防，仲間づくりなどができるよう，公民館等で談話会・趣味活動・健康教室等

といった活動を月に１回以上実施するサロンの支援を行います。   （健康長寿課） 

（Ⅰ－３－イ）【健やかに暮らせるまちづくり＞要支援・要介護状態にならないために】再掲あり 

（Ⅱ－１－ウ）【生きがいをもてるまちづくり＞さまざまな人々とふれあうために】再掲あり 

（Ⅱ－２－ア）【生きがいをもてるまちづくり＞いつまでも学び続けるために】再掲あり 

 

 

 

 

《ふれあいサロン活動》 

  閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等が，孤立感の解消や社会参加，健康づくり， 

介護予防，仲間づくりなどができるよう，公民館等で談話会・趣味活動・健康教室等

といった活動を月に１回以上実施するサロンの支援を行います。   （健康長寿課） 

（Ⅰ－３－イ）【健やかに暮らせるまちづくり＞要支援・要介護状態にならないために】再掲あり 

（Ⅱ－１－イ）【生きがいをもてるまちづくり＞さまざまな人々とふれあうために】再掲あり 

（Ⅱ－２－ア）【生きがいをもてるまちづくり＞いつまでも学び続けるために】再掲あり 

 

 

イ 多様なふれあいの場への支援 
ウ 仲間づくり・地域交流の支援 
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《老人クラブ活動の支援》 

老人クラブの活動を支援することにより，高齢者の仲間作りを促すとともに，教

養の向上，健康増進及び社会奉仕などの活動により高齢者の生きがいを高め，社会

参加を進めます。                            （健康長寿課） 

（Ⅱ－２－ア）【生きがいをもてるまちづくり＞いつまでも学び続けるために】再掲あり 

  
 

《ゲートボール場設置の助成・グラウンドゴルフ場整備費の助成》 

老人クラブが設置するゲートボール場及びグラウンドゴルフ場の整備費用等の一

部を補助することにより，高齢者の地域社会における仲間づくり，生きがいの向上，

介護予防を図ります。                        （健康長寿課） 

 

２ いつまでも学び続けるために 
 

（１）現状と課題 

高齢者に多様な学びの場を提供することは，高齢者の自己実現や社会参加を促進し，

生きがいづくりの重要な要素となります。 

高齢者の学びの場としては，公民館等での各種講座，教室があり，また，老人クラブ

でもさまざまな学習活動が行われています。 

生涯学習については，ライフワークの追求・社会貢献・キャリアアップ等の多彩な目

的が考えられますが，こうした目的に対応するためには，高齢者一人ひとりが自ら進ん

で学習することはもちろん，講座活動や学習内容についても主体的・自主的にかかわっ

ていく必要があります。そのためには，高齢者から講座のテーマや内容について，意見，

要望を聞くだけでなく，高齢者が直接，講座の企画立案に携わることのできる体制を整

備する必要があります。 

また，現在の社会では，携帯電話やインターネット等のＩＴ（情報技術）を活用する

ことが生活の一部となっています。このため，ＩＴによるメリットを高齢者に等しく享

受してもらうために，多様な事業メニューを提供することが必要です。 
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（２）施策の展開方向 

 

 

 

《ふれあいサロン活動》 

  閉じこもりがちなひとり暮らし高齢者等が，孤立感の解消や社会参加，健康づくり， 

介護予防，仲間づくりなどができるよう，公民館等で談話会・趣味活動・健康教室等

といった活動を月に１回以上実施するサロンの支援を行います。  （健康長寿課）       

（Ⅰ－３－イ）【健やかに暮らせるまちづくり＞要支援・要介護状態にならないために】再掲あり 

（Ⅱ－１－イ・ウ）【生きがいをもてるまちづくり＞さまざまな人々とふれあうために】再掲あり 

 
 

《老人クラブ活動の支援》 

老人クラブの活動を支援することにより，高齢者の仲間作りを促すとともに，教

養の向上，健康増進及び社会奉仕などの活動により高齢者の生きがいを高め，社会

参加を進めます。                            （健康長寿課） 

（Ⅱ－１－ウ）【生きがいをもてるまちづくり＞さまざまな人々とふれあうために】再掲あり 

 

 

 

 

《生きがいデイサービス事業の実施》 

介護保険の給付の対象とならないおおむね 60 歳以上のひとり暮らし高齢者等に

対して，憩の家等で生きがいや健康づくりに関する各種講座等を提供することによ

り，高齢者の社会参加の促進，介護予防及び生きがいの向上を推進します。 

 （健康長寿課） 
  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

生きがいデイサービス事業 

延受講者数  
人 6,000 6,000 6,000 

  

《シルバー作品展の実施》 

市内在住の 60歳以上の方を対象に，長い間社会に貢献した豊かな知識・技術や趣

味などを生かした作品を広く一般に公開し，創造の喜びを通じた生きがいの増進を

図ります。                          （健康長寿課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

シルバー作品展出展者数 人 380 390 400 

ア 学びの場の支援 
イ 各種講座・催しの実施 
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《さまざまな講座及び催し》 

市民の生涯学習を支援する拠点施設として，市民の多様な学習ニーズに対応した

講座の開催や健康づくり・環境問題など地域・社会が抱えるさまざまな課題の解決

へのきっかけとなるような学習機会の提供や，「いきいきとした人づくり」「住みよ

い地域づくり」という公民館の目的を踏まえ，市民参加・市民との協働による事業

や市民相互の交流を図る事業，学習成果を地域に還元することができるような事業

の実施に努めます。                         （市民学習センター） 

 

 

３ 知識や経験を生かして社会に役立つために 
 

（１）現状と課題 

高齢者がはつらつと生きがいのある生活を送るためには，長い人生の中で培われた知

識や技能が日常生活や地域社会で発揮でき，社会の重要な構成員として活躍できるよう

な社会づくりが必要です。 

このため，高齢者の働く意欲に応じた就労の場を確保するとともに，地域活動への参

加を促進しながら，高齢者の活躍の場を広げることが重要です。また，そのためにも若

いうちから地域活動に関心を持ち，準備を進めていただけるよう啓発を進める必要があ

ります。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

《コーディネーターによる地域活動の支援》 

ボランティアやＮＰＯなど地域の関係団体間の連携や調整を行う生活支援コーデ

ィネーターを配置し，地域のサロン等通いの場の創出や担い手の育成などを行う。 

（健康長寿課） 

 

《倉敷マスターズ制度》 

高齢者が人生を充実して生き，また長年の人生経験で積み上げた多くの知恵をよ

りよい地域社会をつくるために生かしていく意欲を持ってもらうために，80歳以上

の高齢者で他の高齢者のお手本となる方に「倉敷マスター」の称号を贈り，その活

躍の様子を広く市民に紹介します。                （健康長寿課） 

ア 地域活動の意欲向上の支援 
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目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

倉敷マスター認定者数 人 10 10 10 

 

 

 

 

 

《シルバー人材センターへの加入・就労の促進》 

就業を通して生きがいの充実や社会参加を希望する高齢者が就業できる機会を増

やし，高齢者の能力を生かした活力ある地域社会をつくるため，おおむね 60歳以上 

の健康で働く意欲のある方を対象に，公益社団法人倉敷市シルバー人材センターへ

の加入・就労の促進に努めます。 

また，地域住民の日常生活における介護や生活支援の困りごとに対して，サービ

スを提供できるよう会員のスキルアップや担い手を充実させる研修を実施します。 

                                                            （健康長寿課） 

 

《公園等の清掃管理委託》 

市が管理する公園等の除草やゴミ収集などの軽易な作業を地域の高齢者にお願い

することで，高齢者の仲間作りや社会参加の機会とし，地域社会とのつながりの保

持や健康で生きがいある生活づくりを図ります。                  （健康長寿課） 

 

 

 

 

《いきいきポイント制度》 

高齢者等が介護保険施設や子育て支援拠点等でのボランティア活動を通じて，社

会参加，地域貢献を行うとともに，参加者自身の健康増進を図っていくことを支援

します。                             （健康長寿課） 

 

《市民活動の支援（倉敷ボランティアセンター）》 

ボランティアの養成・育成及び活動の支援を通して援護や育成が必要な市民・団

体に対し，その独立心を損なうことなく，社会人として生活できるよう支援し，社

会福祉の増進を図ります。                          （社会福祉協議会） 

 

イ 就業による地域活動等の支援 
ウ ボランティア活動の支援 
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安心して暮らせるまちづくりを推進するための社会の仕組みづくりと各種サービスの

提供，気軽に出かけられる交通環境等の整備，快適な住まいの整備に取り組みます。 

 

１ 安全・安心な暮らしをおくるために 
 

（１）現状と課題 

高齢期を安全・安心に暮らすためには，火災や自然災害，犯罪や交通事故等の危険に

遭うことのないよう，安全性の高いまちづくり，体制づくりを進めることが重要です。 

防災対策としては，自主防災組織の設立や情報伝達のための環境づくりなど，必要な

基盤整備を図るとともに，市民一人ひとりの災害に対する意識，知識の向上や，小地域

ケア会議や老人クラブ連合会などの関係機関と地域住民との連携による高齢者への緊急

時の対応，救援体制づくりについて，倉敷市地域防災計画との整合の下に，充実を図る

必要があります。令和元(2019)年度及び令和 2(2020)年度に防災の専門家などで構成

する「倉敷市災害に強い地域をつくる検討会」を開催し，高齢者をはじめとする避難行

動要支援者の問題などについて提言を取りまとめ，防災対策に生かすこととしています。 

また，今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえて，感染症に対する備え

の充実を図る必要があります。 

防犯対策としては，高齢者の消費者被害の防止や対処のための啓発活動の推進や情報

提供・相談体制の充実が求められています。 

また，近年，高齢者のかかわる交通事故が増加していることから，交通安全対策とし

て，交通ルールや交通マナーを高めるための啓発・指導が必要です。 

さらに，安否確認や相談，日常生活の支援など，高齢者が居宅において安心して暮ら

すことができるよう，きめ細かなサービスを提供することが必要です。 
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（２）施策の展開方向 

 

 

 

《災害時要援護者避難支援体制の整備》 

ひとり暮らし高齢者等のうち，災害時に自力で避難が困難な方の情報を災害時要

援護者台帳に登録し，民生委員，社会福祉協議会，自主防災組織，消防機関，警察

と情報を共有することで，災害時の避難支援や安否確認を円滑に実施できる体制づ

くりを進めます。                             （保健福祉推進課） 

（Ⅳ－１－エ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

《防災知識の普及・啓発》 

市民一人ひとりが災害時の安全を確保できるよう，出前講座や広報紙，防災イベ

ントでの防災アドバイス等により，非常持出品の備えや避難時の心構えなど防災知

識の普及・啓発等を行います。 

また，小地域ケア会議など地域の関係機関や団体を通じ，要援護者の早期避難や，

マイ・タイムラインの普及など防災知識の普及啓発や，防災マップの作成など地域

の防災意識の向上に努めます。           （防災推進課・健康長寿課） 

 

《防災訓練の実施》 

防災週間時の訓練だけでなく，自主防災組織と関係機関が連携した自主防災訓練

の実施に努めます。                      （防災推進課） 

 

《自主防災組織の設立促進》 

災害時に市民一人ひとりの命を守るために，緊急時の情報伝達や避難行動を適切

に行えるよう，出前講座等により災害知識の普及・啓発を行い，町内会などを単位

とした自主防災組織（自主防災会）の結成を促進します。     （防災推進課） 

 

《介護事業所等における災害対策》 

倉敷市地域防災計画で定める河川洪水浸水想定区域内又は土砂災害警戒区域内に

ある介護事業所等の要配慮者利用施設に対し，避難確保計画の策定及び計画に基づ

いた避難訓練の実施を促し，利用者の円滑かつ迅速な避難の確保に努めます。 

また，介護事業所で策定している非常災害対策計画を定期的に確認するとともに，

災害の種類別に避難に要する時間や避難経路等を確認するよう指導等を行います。

さらに，避難訓練の実施状況について確認を行います。（防災推進課・指導監査課） 

ア 防災対策の推進 
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《地域における防火対策の推進》 

地域住民の防火意識の高揚及び家庭を中心とした防火防災体制の強化を図るため，

火災予防に関してインターネット等を活用した広報，防火ポスター・チラシの配布，

防火講話，防火パレード及び防災フェアの開催等を行います。 

また，火災による被害を最小限に食い止めるため，地域の自衛消防組織の結成を

促進します。                        （消防局予防課） 

 

《高齢者・障がい者世帯を中心とした住宅防火診断》 

住宅防火対策を強化するため，高齢者等の世帯を中心とした住宅防火診断を実施

し，火気使用器具等の取扱い時の注意喚起，消火器等の点検・整備の励行や住宅用

防災機器の設置を推進します。                （消防局予防課） 

 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

高齢者世帯の防火査察件数 件 1,600 1,600  1,600  

 

 

 

 
 

《高齢者向け交通安全教室の実施》 

高齢者を対象に交通安全教育を実施し，自分の身体能力を踏まえた道路の横断や

自転車の利用，車の運転について理解を深めてもらえるよう指導することで，高齢

者のかかわる交通事故の防止に努めます。            （生活安全課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

高齢者向け交通安全教室 

受講者数 
人 200 250 300 

 

イ 防火対策の推進 
ウ 交通安全対策の推進 
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《消費者被害防止のための啓発》 

インターネットの浸透に伴い，高齢者からのインターネットに関する相談が増加

しています。 

悪質商法の手口，その対処法等消費者知識を身につけ，消費者被害に巻き込まれ

ず，安全で快適な生活が送れるよう，講演会や出前講座・広報紙，ＳＮＳ，マスコ

ミ等を利用し，啓発活動を行います。           （消費生活センター） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

出前講座・広報紙･ＳＮＳ・マス

コミ等による啓発活動回数 
回 64 76 78 

 

 

 

 

 

《緊急通報装置の設置》 

緊急通報装置による緊急時の連絡体制を整備することにより，ひとり暮らし高齢

者等の日常生活における不安感の解消及び急病・災害時等の緊急時に迅速かつ適切

な対応を図ります。                      （健康長寿課） 

  

《電話による安否確認》 

ひとり暮らし高齢者等を対象に定期的に電話による安否確認を実施するとともに，

福祉サービスの情報提供を行ったり，相談を受けるなどします。  （健康長寿課） 

 

《給食サービスによる見守り》 

援護を必要とするひとり暮らし高齢者等に対し，栄養のバランスを配慮した食事

を居宅まで配食し，安否確認を実施することにより，高齢者等の福祉の増進を図り

ます。                             （健康長寿課） 

（Ⅰ－３－キ）【健やかに暮らせるまちづくり＞要支援・要介護状態にならないために】再掲あり 

エ 消費者被害の防止 
オ 安否確認・見守りの推進 
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《くらしき見守りネットワークの推進》 

高齢者や子どもなどが地域で安心して暮らせるような地域づくりを推進するため，

見守りに協力していただける地域の団体，企業と連携して立ち上げた「くらしき見

守りネットワーク」により，地域の高齢者，子どもに何らかの異常を発見した場合

に，適切かつ速やかに市役所などに連絡をします。        （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－ウ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

 

 

 

《高齢者支援センターでの相談》 

高齢者が住み慣れた地域で生活するために必要な，保健・福祉・医療・介護保険

サービス，認知症への対応等に関するさまざまな相談に応じるよう，高齢者支援セ

ンターにおいて，電話や来所，訪問等により，情報の提供に努めます。 

サービスを利用する市民ができるだけ自らの選択で適切なサービスを受けること

ができるよう，サービスの内容や利用要件，サービス提供事業者等に関する情報の

普及・啓発に努めます。 

また，世帯で高齢者に加え，障がいや子ども等の支援を必要とする場合，必要な

支援が早期に結びつくよう専門相談機関同士の連携を強化します。 （健康長寿課） 

 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

高齢者支援センター相談件数 件 101,500 101,750 102,000 

 

《くらしき健康福祉プラザ一般的初期相談》 

高齢者，障がい者，その家族に対する保健福祉に係る一般的初期相談等を行い，

保健福祉の向上に役立つ情報提供を行います。また，手話通訳者による聴覚障がい

者の相談及び各種手続の支援を行います。          （保健福祉推進課） 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

保健福祉相談室利用者数 人 5,500 5,500 5,500 

 

カ 相談窓口の強化・連携の推進 
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《くらしき健康福祉プラザでの福祉情報の提供》 

くらしき健康福祉プラザにおいて，保健・福祉に関する市・県・国等の情報を収

集し，窓口，電話，図書，資料，インターネットにより総合的に提供します。 

                       （保健福祉推進課） 

  

 

 

 

65歳以上のねたきり高齢者，ひとり暮らし高齢者等の在宅での日常生活の便宜を

図るために，日常生活用具を給付します。            （健康長寿課） 

  

  

 

 

《生活支援ショートステイ》 

虐待等のため家庭内で生活することが困難な高齢者に対して，養護老人ホームに

おいてショートステイサービスを提供することで，高齢者及びその家族を支援しま

す。                             （福祉援護課） 

 

 

 

 

介護事業所に対し，感染症対策に係る通知等を漏れなく周知するとともに，適切

な感染予防対策や感染症発生時のシミュレーション，感染症対策に必要な物資の備

蓄等が行われているかを定期的に確認し，指導等を行います。 

また，感染拡大による品不足に備え，衛生用品（マスク，消毒液，手袋等）の備

蓄を行います。                （指導監査課・保健福祉推進課） 

 

キ 福祉情報の提供 
ク 日常生活の支援 
ケ  短期施設入所体制の確保 
コ 介護事業所における感染症対策 
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２ 気軽に外出するために 
 

（１）現状と課題 

高齢者が積極的に社会参加し，いつまでもいきいきと暮らすことのできるまちをつく

るためには，施設や歩行空間のバリアフリー化などの「福祉のまちづくり」を推進する

とともに，高齢者にとって安全で利便性の高い移動手段を確保する必要があります。 

本市では，平成９(1997)年４月に「倉敷市福祉のまちづくり条例」を制定するとと

もに，高齢者や障がい者団体の代表等により構成される「バリアフリー市民会議」を設

置し，「どこでも，だれでも，自由に，使いやすく」というユニバーサルデザインの考え

方を踏まえ，主に中心市街地の歩行者空間をバリアフリー化するため，段差の解消や視

覚障がい者用床材の敷設を進めています。 

さらに，公共交通機関を利用した移動の円滑化については，平成 18(2006)年３月に

「倉敷市交通バリアフリー基本構想｣を策定するとともに，平成 20(2008)年３月に「倉

敷市美観地区バリアフリー整備計画」を策定して，重点整備地区における道路，駅前広

場，通路その他の施設のバリアフリー化を推進しています。 

高齢者の移動手段の確保については，市民のニーズが高く，また，高齢者の外出を支

援することは介護予防にもつながることから，交通施策との連携を図りながら，先進事

例を踏まえて検討を行います。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

バリアフリー市民会議での意見を参考に，公共施設のバリアフリー化への改善・

改修を行うことで，障がい者や高齢者をはじめ，すべての人が安全かつ快適に施設

を利用でき，暮らしやすいまちづくりを推進します。     （保健福祉推進課） 

 

 

 

 

バリアフリー市民会議での委員の現地確認等による調査に基づいた提言を参考に，

すべての人が安全かつ快適に生活できるバリアフリーの市道整備を推進します。 

     （保健福祉推進課） 

ア 高齢者や障がい者にやさしい公共施設の改修 
イ 安全に通行できる道路環境の整備 
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路線バスが廃止されたり，公共交通がない地域などにおいて，日常生活に最低限

必要な移動手段をどのように確保することができるか検討を行います。 

（交通政策課） 

《地域の支え合い活動による移動支援》 

生活支援コーディネーターが，高齢者支援センターや社会福祉協議会，コミュニ

ティ協議会，小地域ケア会議と連携し，高齢者の買い物や通院等のための外出支援

など住民の方々が中心で行う地域の支え合い活動を推進します。     （健康長寿課） 

  

《コミュニティタクシー導入の支援》 

バス路線が廃止されたり，公共交通がない地域で，地域が主体となって高齢者等

の移動手段を確保するコミュニティタクシーの運行費の一部等を支援します。 

                        （交通政策課・健康長寿課） 

 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

コミュニティタクシーの導入を 

行う地区数 
地区 10 11 11 

 

 

 

 

 

高齢者や障がい者等の移動の円滑化を図るため，公共交通事業者に対して，ノン

ステップバスの購入費を支援します。              （交通政策課） 

  

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

市内を運行するノンステップ 

バスの台数 
台 23 24 25 

 

ウ 交通弱者の移動支援 
エ ノンステップバス等を導入する事業者への支援 
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３ 暮らしやすい住まいのために 
 

（１）現状と課題 

高齢者や障がい者が住み慣れた地域の中で自立した生活を営んでいくためには，利用

に配慮した暮らしやすい住宅の確保とそこでの適切な支援の提供が必要です。高齢者の

生活に対応した住宅の構造について広く普及・啓発を図るとともに，高齢者向け住宅の

質を担保しつつ，入居者に対してその状態像等に応じた介護サービス等適切な支援が提

供されるように進めることが求められます。住宅改造助成制度の利用促進や相談体制の

充実を通じて，多様なニーズに対応した快適な住まいを整備する必要があります。 

 

（２）施策の展開方向 

 

 

 

《高齢者等住宅改造の助成》 

介助を必要とする高齢者等が，暮らしやすい生活ができるようにするために，自

宅を改造する場合，その費用の一部を補助し，自立を助長するとともに，介助者の

負担の軽減を図ります。                    （介護保険課） 

 

 

 

 

《サービス付き高齢者向け住宅制度の普及促進》 

高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービスの提供を受けることができる

良好な居住環境を備えた「サービス付き高齢者向け住宅」の登録制度の普及及び管

理の適正化を通じて，高齢者が安心して居住できる環境の整備を図ります。 

（住宅課） 

《サービス付き高齢者向け住宅における適正な介護サービスの提供》 

「サービス付き高齢者向け住宅」の入居者に対して介護サービスの提供が適切に

行われるよう，ケアプランのチェックを行うとともに，事業者に対し指導等を行い

ます。                                （介護保険課・指導監査課） 

ア 自宅での生活の支援 
イ 高齢者向け住宅の環境の整備・入居者への適切な支援 
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《高齢者に配慮した市営住宅の整備》 

住戸のバリアフリー化をはじめ，高齢者世帯や子育て世帯などさまざまな世帯の

交流に資するコミュニティスペースの設置など，高齢者に配慮した住みやすい市営

住宅の整備を図ります。                        （住宅課） 

 

《シルバーハウジング入居者の支援》 

シルバーハウジング（高齢者世話付住宅）の入居者に対し，生活援助員を派遣し，

生活指導，生活相談，安否確認，緊急時の対応等サービスを提供することにより在

宅生活を支援します。                     （健康長寿課） 

 

《軽費老人ホームの周知》 

軽費老人ホームの役割や施設機能，空き状況等を周知することにより，居住支援・

生活支援を図ります。また，事業者と連携し，例えば，専門的な支援（ソーシャル

ワーク）機能を強化するなど，地域福祉の重要な役割を担う施設としての機能を高

める方策を検討します。                    （健康長寿課） 

 

 

 

 

《くらしき健康福祉プラザでの福祉用具の展示普及》 

くらしき健康福祉プラザにおいて，介護用品・福祉用具・住宅改造モデルを展示

し，高齢者や障がい者が在宅生活を営む上で必要な用具等の知識が得られるよう情

報提供，助言，説明を行います。              （保健福祉推進課） 

 

ウ 福祉用具の情報提供 
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支え合うまちづくりを推進するため，地域支援・生活支援の充実と，充実した介護を

実現するための基盤整備及び仕組みづくりに取り組みます。 

 

１ 地域で安心して暮らすために 
 

（１）現状と課題 

ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者，高齢者夫婦のみ世帯の増加が今後も見込まれる

中において，高齢者が住み慣れた家庭や地域で生きがいを持ちながら安心して暮らし続

けていくために，本市では国の制度化前から実施している地域ケア会議や小地域ケア会

議等の場も活用しながら，民生委員・児童委員，愛育委員，栄養委員，町内会，老人ク

ラブ，地区社会福祉協議会等と連携して，地域づくりを進める必要があります。 

地域づくりを推進する生活支援コーディネーターが地域の支え合い活動を支援し，活

動の充実を図ることが求められます。専門機関の連携の強化を図るとともに，地域・企

業・団体を巻き込んで見守りを進めるなど，支援が必要な高齢者等を身近な地域で支え

る地域づくりを促進する必要があります。これは，障がい者や子育て家庭，若者等の支

援が必要な方も含めてすべての住民が地域で役割を持ち活躍できるような，地域共生社

会の推進にもつながるものです。 

認知症の人は認知症でない人と比べると在宅療養率が低くなっているという本市の

データも踏まえると，認知症の人への理解を深めるための啓発等を強化するとともに，

早期診断・早期対応を進め，必要な場合には，医療・介護サービスに早期につなげるよ

うにすることが求められます。 

さらに，近年，高齢者に対する虐待事例の増加や認知症高齢者の増加等により，高齢

者の権利擁護が重要な課題となっていることから，市及び関係機関・団体が連携を強化

して虐待の早期発見と防止に努めるとともに，成年後見制度の利用促進等を通じて，高

齢者の権利擁護を推進する必要があります。 
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（２）施策の展開方向 

 

 

《コーディネーターによる地域の支え合い活動の支援》 

地域づくりを応援する生活支援コーディネーターを配置し，地域のふれあいサロン

等通いの場の充実や担い手の育成など地域の支え合い活動の支援を行います。 

 （健康長寿課） 

《地域の支え合い活動の普及啓発》 

地域支え合い活動をテーマとしたフォーラムを開催し，地域の支え合いの普及啓発

を行うとともに，サロン活動団体等の交流会を開催し，活動の推進や質の向上を図り

ます。                                                         （健康長寿課） 

 

《地域の多様な通いの場への支援》 

生活支援コーディネーターが，高齢者支援センターや地区社協，コミュニティ協議

会，小地域ケア会議と連携して，地域の中でいきいき百歳体操やラジオ体操等の運動

を中心にした通いの場や，食事会や茶話会等の多様な交流を行っている通いの場を把

握し，運営等の支援を行います。                 （健康長寿課） 
（Ⅰ－３－イ）【健やかに暮らせるまちづくり＞要支援・要介護状態にならないために】再掲あり 

 

《生活・介護支援サポーターの養成，生活支援サービス実施団体連絡会の実施》 

地域の高齢者の個別の生活ニーズに応える仕組みを安定的・継続的に構築するため

に，市民の主体性に基づき運営される新たな住民生活サービス等の担い手として生

活・介護支援サポーターを養成するとともに生活支援サービスの充実を図り，地域で

高齢者等の生活を支えるシステムの構築に努めます。（健康長寿課・社会福祉協議会） 

（Ⅳ－１－オ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

《高齢者活躍推進地域づくりネットワーク会議の開催》 

高齢者が元気に活躍できる地域づくりを進めるため，市，高齢者支援センター，社

会福祉協議会，老人クラブ，シルバー人材センター等が参画する会議を開催します。

会議では，生活支援コーディネーターと一緒に，生活支援，介護予防につながる取組

を考え，高齢者の地域生活を支える生活支援の基盤整備を推進します。 

                               （健康長寿課） 

ア 地域の支え合い活動の支援 
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《地域共生社会の実現に向けた取組》 

高齢者だけでなく多世代の方々が関わる地域の支え合い活動等をガイドブックに

まとめ情報発信するとともに，いきいきポイント制度を活用し，介護保険施設や子育

て支援拠点，障がい者施設等で，高齢者等が行うボランティア活動を推進します。 

     相談機関が縦割りではなく，これまで以上に連携して支援を進めていくため，まず，

各相談機関がどのような相談・支援を行っているかなどが見える化されるような取組

を検討します。                                               （健康長寿課） 

 

《地域福祉基金による民間団体等の活動への助成》 

地域福祉活動を促進し，地域ぐるみで市民の保健福祉の増進を図るため，基金を設

置し，これを財源に委託事業及び助成事業（①在宅福祉の普及・向上②健康づくり，

生きがいづくり，自立支援及び社会参加の推進③ボランティア活動の活発化）を実施

します。                             （保健福祉推進課） 

 

《市民企画提案事業の活用》 

地域の支え合い活動をはじめとする，地域の身近な課題を解決するため，市民活動

団体と市との協働事業や，市民活動団体が単独で実施する公益的な自主事業にかかる

経費の一部を補助します。                    （市民活動推進課） 

 

 

 

 

 

《認知症キャラバン・メイトの養成・交流》 

認知症サポーター養成講座の講師となる認知症キャラバン・メイトについては，高

梁川流域連携の枠組みも活用しながら養成を進め，認知症サポーター養成講座を多く

の方が受けられるような環境を整備します。 

さらに，養成したキャラバン・メイトが情報交換・交流できる機会を設け，スキル

アップや活動の活性化，ネットワークの構築を図ります。            （健康長寿課） 

 

《認知症の普及・啓発》 

若年性認知症を含む認知症への地域全体の理解を深めるために，他分野と連携し，

広く市民に対して出前講座やさまざまな場で健康教育などを実施し，正しい理解や予

防の取組，早期発見するための知識の普及啓発を図ります。また，認知症の人や家族

からの発信の機会が増えるよう，地域で暮らす認知症の人や家族とともに普及啓発に

取り組んでいきます。                    （健康長寿課・健康づくり課） 

イ 認知症施策の推進 
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《認知症サポーターの養成》 

認知症について正しく理解し，偏見を持たず，認知症の人や家族を温かく見守る応

援者として，自分のできる範囲で活動できる認知症サポーターを養成します。地域の

方はもちろんのこと，企業，団体，学校等幅広い層が認知症サポーターになっていた

だけるように養成を進めます。            （健康長寿課・健康づくり課） 

 

《認知症サポーターキッズの養成》 

若い世代からの認知症の理解を進めるため，例えば総合学習の時間なども活用しな

がら，小学生及び中学生を対象にした認知症サポーター養成講座の実施を促進します。 

     （健康長寿課・健康づくり課） 

 

《認知症マイスターの養成とチームオレンジの整備》 

認知症の人や家族と共に生きる地域となるよう，認知症について正しく理解したう

えで，認知症の理解促進や普及啓発，サロンや認知症カフェ等の協力や運営等，チー

ムオレンジに取り組む認知症マイスターを養成します。 認知症マイスターの活動と，

認知症の人や家族のニーズをマッチングする仕組みであるチームオレンジの拠点を，

整備していきます。                       （健康長寿課） 

 

《認知症カフェの設置促進》 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活できるよう，認知症の人への効果

的な支援や認知症の人の家族の介護負担を軽減するため，認知症の人やその家族，地

域住民など誰もが気軽に集まり，悩みや困りごと，相談等ができたり，認知症の理解

を深めることのできる「認知症カフェ」の開設を広げます。 

さらに，認知症カフェ実施者の交流会の開催により，認知症カフェの取組内容の充

実及び地域への定着を目指します。                  （健康長寿課） 

（Ⅳ－２－ク）【支え合うまちづくり＞介護者の過度な負担なく必要な介護を受けるために】再掲あり 

 

《認知症初期集中支援チームの活動推進》 

医師，看護師，社会福祉士等で構成される認知症初期集中支援チームは本市では医

療機関に設置しています。認知症の早期診断・早期対応の観点から，チーム員が高齢

者支援センター等からの相談に基づき，認知症が疑われる人や認知症の人及びその家

族を訪問し，アセスメントや家族支援といった初期の支援を包括的，集中的に行いま

す。 
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今後は，単身や高齢者世帯が増えることから，支援が必要な方がチームに早期につ

ながるよう，認知症地域支援推進員と連携して，市民や関係者等に向けた周知の強化，

認知症に関わる多機関とのネットワークの形成を進め，活動を推進します。 

（健康長寿課） 

（Ⅳ－２－ク）【支え合うまちづくり＞介護者の過度な負担なく必要な介護を受けるために】再掲あり 

 

《認知症地域支援推進員の活動推進》 

認知症地域支援推進員が，認知症の人に対して医療・介護及び生活支援などのさま

ざまなサービスを組み合わせて支援ができるよう，地域でのネットワークの形成を進

めます，認知症に関わる多機関や認知症の人と家族の会等との連携した取組，認知症

初期集中支援チームや認知症疾患医療センター，医療機関，介護サービス及び地域の

支援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担います。若い世代をはじめとす

る認知症サポーター養成講座や，認知症カフェの設置，取組内容の充実に向けた支援

などを行います。                           （健康長寿課） 

 

《認知症ケアパスの普及》 

認知症になっても本人の意思が尊重され，できるだけ住み慣れた地域で暮らし続け

ることができる社会を実現するため，認知症の状況に応じた適切なサービス提供の流

れを示すくらしき認知症ガイドブック（認知症ケアパス）の普及・活用促進を行いま

す。                                                           （健康長寿課） 

 

《認知症高齢者の安全・安心の確保》 

安心おかえりシール等を活用し，認知症等により行方不明になった高齢者が発見，

保護された際に早期に家族等に連絡がとれる仕組みの構築を進めます。 

また，警察等で保護された身元不明の認知症高齢者を事故防止や精神的な安定を図

るため，緊急的に一時保護する等安全・安心確保の取組を進めます。  （健康長寿課） 

 

  《若年性認知症の取組》 

若年性認知症については，診断に対する不安に加え，就労等の経済面への影響など，

本人のみならずご家族の生活への影響も大きいことから，相談先の周知や認知症初期

集中支援チームの強化等による早期発見や早期治療，安心して過ごせる居場所として

の認知症カフェの充実，家族など介護者の負担軽減に向けた取組を進めます。 

（健康長寿課） 
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《医療・介護の専門職からの相談対応の強化》 

認知症の困難事例などについて適切な支援を提供するため，医療・介護の専門職が相談

できる窓口を設置し，相談対応を強化します。            （健康長寿課） 

（Ⅰ－１－イ）【健やかに暮らせるまちづくり＞安心して医療を受けるために】再掲あり 

 

 

 

 

《地域見守りネットワークの構築》 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう，小地域ケア会議等

とも連携して，地域の実情に応じた見守りネットワークを形成することで，高齢者の孤立

を防止し，心身の状態や生活の変化を速やかに把握することで状況に応じて適切なサービ

スに結びつけます。                         （健康長寿課） 

 

《友愛訪問》 

愛育委員，栄養委員，婦人会，地区社会福祉協議会関係者，ボランティアが，おおむね

65 歳以上のひとり暮らし・ねたきり高齢者宅を訪問することで，高齢者の孤独感の解消

に努めるとともに，安否の確認等を行います。              （健康長寿課） 

 

《くらしき見守りネットワークの推進》 

高齢者や子どもなどが地域で安心して暮らせるような地域づくりを推進するため，見

守りに協力していただける地域の団体，企業と連携して立ち上げた，「くらしき見守りネ

ットワーク」により，地域の高齢者，子どもに何らかの異常を発見した場合に，適切かつ

速やかに市役所などに連絡をします。                 （健康長寿課） 

（Ⅲ－１－オ）【安心して暮らせるまちづくり＞安全・安心な暮らしをおくるために】再掲あり 

 

 

 

 

《災害時要援護者避難支援体制の整備》 

ひとり暮らし高齢者等のうち，災害時に自力で避難が困難な方の情報を災害時要援護者

台帳に登録し，民生委員，社会福祉協議会，自主防災組織，消防機関，警察と情報を共有

することで，災害時の避難支援や安否確認を円滑に実施できる体制づくりを進めます。 

                                  （保健福祉推進課） 

（Ⅲ－１－ア）【安心して暮らせるまちづくり＞安全・安心な暮らしをおくるために】再掲あり 

ウ 地域・企業・団体等と連携した見守り強化 
エ 地域による支援体制の構築 
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《高齢者支援センターによる実態把握の推進》 

介護予防や介護保険，地域の見守り等の支援が必要な方を把握することを目的に，高齢

者支援センターがひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯を中心にご家庭を訪問し，高齢

者の生活状況等を聞き取る実態把握調査を推進し，支援が必要な方へは早期の支援につな

げるよう取り組みます。                       （健康長寿課） 

 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

高齢者支援センターによる 

実態把握調査件数 
件 18,000 18,500 19,000 

 

 

 

 

《ねたきり高齢者等理美容サービスの助成》 

理容院，美容院に行くことができない在宅ねたきり高齢者等で，その介護者が介護手

当を受給している方を対象として，居宅に理容師・美容師が訪問し，理容・美容サービス

を提供することにより，高齢者の福祉の向上を図ります。          （健康長寿課） 

 

《介護用品扶助費の支給》 

おむつを必要とする在宅ねたきり高齢者等の紙おむつ等の購入費の一部を助成するこ

とで，介護者の経済的負担を軽減し，日常生活を支援します。       （健康長寿課） 

（Ⅳ－２―ク）【支え合うまちづくり＞介護者の過度な負担なく必要な介護を受けるために】再掲あり 

 

《倉敷たすけあいサービスの実施》 

お年寄りや心身に障がいを持つ方，父子母子家庭や妊産婦の方などが，日常生活上の

家事で困っているとき，「困ったときのたすけあい」の心を持った地域の人々（協力会員）

がそのお宅を訪問し，お手伝いをすることを通じて，住み慣れたまちで安心して暮らせる

福祉のまちづくりを目指します。                           （社会福祉協議会） 

 

《生活・介護支援サポーターの養成，生活支援サービス実施団体連絡会の実施》 

地域の高齢者の個別の生活ニーズに応える仕組みを安定的・継続的に構築するために，

市民の主体性に基づき運営される新たな住民生活サービス等の担い手として生活・介護支

援サポーターを養成するとともに生活支援サービスの充実を図り，地域で高齢者等の生活

を支えるシステムの構築に努めます。                （健康長寿課・社会福祉協議会） 

（Ⅳ－１－ア）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

オ 在宅介護の支援 
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認知症高齢者・知的障がい者，精神障がい者など判断能力が十分でない方を対象とし

て，福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理等を提供することにより，利用者が住み

慣れた地域で安心して自立した生活が送れるよう支援することを通じて，利用者の権利

の擁護に努めます。                                            （社会福祉協議会） 

 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

日常生活支援事業利用者数 人 70 70 70 

 

 

 

 

《高齢者虐待の防止》 

「高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待防止

法）」に基づき，高齢者虐待の相談窓口の周知・啓発に努めるとともに，関係機関等と

の連携協力体制を確保し，高齢者虐待への相談・対応などを適切に行います。 

高齢者虐待を未然に防止し，早期に解決するため，虐待の疑い等の支援課題の把握（発

見）から見守り体制の確保，緊急時の対応や継続的な支援まで，各種支援機関や窓口と

連携協力して一体的に取り組みます。また，対応に苦慮する案件については，支援方針

等の検討において弁護士等の専門職の助言を確保するなど，適切な対応に努めます。 

  （福祉援護課） 

《成年後見制度の利用促進体制の整備》 

「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後見制度利用促進法）」に基づき，

成年後見制度の重要性について周知・啓発に努めるとともに，成年後見制度を必要とす

る方に安心して利用していただけるよう，制度の利用者の権利利益を適切かつ確実に保

護するために必要な関係機関等との連携協力体制を整備します。       （福祉援護課） 

 

《成年後見制度の利用に関する相談体制の整備》 

成年後見制度の利用を必要とする人が早期から制度の利用を相談できるよう，高齢者

支援センターなどの身近な相談窓口で制度の紹介や相談に応じます。 

また，成年後見制度の利用や手続きについて，高齢者やそのご家族が安心して相談で

きる体制の整備に努めます。                                        （福祉援護課） 

カ 日常生活の自立支援 
キ 高齢者等の権利擁護 
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《成年後見制度の利用支援》 

成年後見制度の利用が必要と判断される場合で，申立てをする人がいない場合には，

本人に代わって市長が審判請求（市長申立て）を行います。また，成年後見制度を利用

している人（被後見人等）で，生活保護の受給等により後見人等への報酬の負担が困難

と認められる場合には，後見人等への報酬費用を助成するなど，成年後見制度の利用支

援に努めます。                                                   （福祉援護課） 

目 標 指 標 単位 
令和３年度 

(2021) 

令和４年度 

(2022) 

令和５年度 

(2023) 

成年後見人市長申立件数 件 65 70 70 

高齢者虐待相談件数 件 160 160 160 

 

《高齢者支援センター機能の充実》 

高齢者支援センターの適切な運営の確保と，研修などを通じ，職員の一層の実践力の

向上を含めた高齢者支援センターの質の向上を図ります。また，高齢者支援センターと

関係行政部署との連携強化を図ります。                     （健康長寿課） 

 

 

２ 介護者の過度な負担なく必要な介護を受けるために 
 

（１）現状と課題 

介護職員の人材不足が指摘され，本市でもこのままのサービス利用が続けば，令和

22(2040)年までに新たに約 3,000 人の介護職員の増が必要となるという推計もして

います。質の高い介護サービスを高齢者が受けられるようにするためには，介護職員の

確保が不可欠です。地域医療介護総合確保基金の活用や，介護保険事業者等連絡協議会

など関係団体と連携して，人材確保に向けた取組を進めることが必要です。 

全国的には不適正事案が指摘されるケースもあることから，事業者に対するチェック

体制の充実や事業者による情報公開の推進などが重要となります。介護保険制度の持続

可能性を高めるために，給付の適正化も求められます。 

また，今後も高齢者の増加に伴う要介護認定申請件数の増加が見込まれること等から，

要介護認定を遅滞なく適正に実施していくことが必要です。 

高齢化と核家族化が進む中，老々介護や介護離職防止の観点から，介護者の肉体的・

精神的な負担軽減も重要です。なお，本市の在宅介護実態調査では介護者が不安に感じ

る介護として「認知症への対応」があげられていることにも留意が必要です。 
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（２）施策の展開方向 

 

 

 

《地域医療介護総合確保基金を活用した人材確保支援》 

介護施設等において，働きやすい環境を整備するための介護ロボットやＩＣＴ導入，

介護職員の宿舎施設整備等の経費の補助を行います。また，県と連携し，外国人を含

む介護人材を確保するための事業の実施・検討を行います。 

              （保健福祉推進課・介護保険課） 

《介護従事者確保事業》 

介護従事者の育成や定着を図るため，介護事業所の施設管理者などを対象とした介

護職員キャリアパス導入支援研修や，新人職員を対象とした介護職員新人職員研修を

実施します。                          （介護保険課） 

 

《訪問看護師確保対策事業》 

在宅医療・介護サービスの提供を行う訪問看護ステーションの人材について，訪問

看護師の確保を支援するため，看護学生，高校生，大学生の訪問看護ステーションで

の職場体験や，看護資格のある未就業者による職場体験を行います。 （介護保険課） 

 

《地域包括支援センター職員確保支援事業》 

地域包括支援センター職員の人材について，より良い人材の確保を支援するため，

学生，介護事業所・医療機関の従事者，保健師等の資格を所有している未就業者を対

象に，全センター合同での地域包括の業務説明を行います。         （健康長寿課） 

 

 

 

 

高齢者が安心して暮らすことのできる社会を実現するために，介護従事者が重要な

役割を担っていることから，介護従事者の資質の向上のため，倉敷市介護保険事業者

等連絡協議会等の研修受講の案内や周知を行います。          （介護保険課） 

 

《文書に係る負担軽減》 

介護従事者の負担を軽減するため，申請様式・添付書類や手続きを簡素化し，様式

例を活用し，文書に係る負担を軽減して，業務の効率化を行います。 （指導監査課） 

イ 介護従事者の支援 
ア 介護人材の確保 
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市民に適切で良質な介護保険サービスが提供されるよう，事業所への指導を行い，

必要に応じて監査を実施します。 

また，事業者が指定基準を遵守し，適正な事業運営を行うよう，適切な指定・更

新を行うとともに，地域密着型サービス事業所においては，「倉敷市社会福祉審議会

介護保険地域密着型サービス等運営専門分科会」からの意見を参考に新規指定を行

います。                           （指導監査課） 

 

 

 

 

要介護認定を遅滞なく適正に実施するために，要介護認定申請，認定調査，介護

認定審査会等，要介護認定に関する業務の効率化等も踏まえながら，必要な体制を

計画的に整備していきます。                  （介護保険課） 

 

 

 

 

介護給付費の適正化を図り，持続可能な介護保険制度の構築に資するために，認

定調査状況チェック，ケアプランチェック，住宅改修に関する調査，介護給付費通

知，医療情報との突合，縦覧点検等を実施します。また，利用者に介護サービスの

提供が適切に行われるよう，事業者に対し指導等を行います。 

        （介護保険課・指導監査課） 

《介護サービス相談員派遣事業》 

介護サービスの提供の場に利用者と事業者との橋渡し役を担う介護サービス相談

員を派遣し，介護サービス相談員が利用者からサービスの疑問や不満，不安等を聞

き，事業者に伝える等問題の改善を図るなど，介護サービス相談員が事業所を訪れ

ることを通じて，サービス提供事業者の介護サービスの質の向上を図ります。 

                              （健康長寿課） 

 

 

 

 

快適な住まいを実現する観点から，特別養護老人ホーム等については，地域の実

情などを考慮しながら，ユニット型の整備を基本に，施設を整備します。また，入

所者の処遇が適切に行われるよう施設に対し指導等を行います。 

       （介護保険課・指導監査課） 

オ 介護サービスの適正化・効率化 ウ 事業者の指導・監督 
カ 入所施設の住環境の充実 
エ 要介護認定の適正な実施 
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令和５(2023)年度末の廃止期限までに，介護療養型医療施設の介護医療院への移

行が確実に行われるようにします。                   （指導監査課） 

 

 

 

 

《家族介護教室の推進》 

介護の悩みや困りごとを相談できたり，家族介護者の介護技術の向上を図ることで，

高齢者の在宅介護を支援するとともに，介護者自身の心身の健康を維持し，生活の質

を向上させるため，家族介護教室を開催します。             （健康長寿課） 

 

《在宅ねたきり高齢者等介護手当の支給》 

在宅で６か月以上ねたきり高齢者等を介護している方に対し手当を支給し，経済的

負担の軽減を図ります。                      （健康長寿課） 

 

《介護用品扶助費の支給》 

おむつを必要とする在宅ねたきり高齢者等の紙おむつ等の購入費の一部を助成す

ることで，介護者の経済的負担を軽減し，日常生活を支援します。   （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－オ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

《認知症カフェの設置促進》 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活できるよう，認知症の人への効果

的な支援や認知症の人の家族の介護負担を軽減するため，認知症の人やその家族，地

域住民など誰もが気軽に集まり，悩みや困りごと，相談等ができたり，認知症の理解

を深めることのできる「認知症カフェ」の開設を広げます。 

さらに，認知症カフェ実施者の交流会の開催により，認知症カフェの取組内容の充

実及び地域への定着を目指します。                （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－イ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

ク 介護者への支援 キ 介護療養型医療施設の介護医療院への移行 
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《認知症マイスターの養成とチームオレンジの整備》 

認知症の人や家族と共に生きる地域となるよう，認知症について正しく理解したう

えで，認知症の理解促進や普及啓発，サロンや認知症カフェ等の協力や運営等，チー

ムオレンジに取り組む認知症マイスターを養成します。認知症マイスターの活動と認

知症の人や家族のニーズをマッチングする仕組みであるチームオレンジの拠点を整

備していきます。                                              （健康長寿課） 

 （Ⅳ－１－イ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 

 

《認知症初期集中支援チームの活動推進》 

医師，看護師，社会福祉士等で構成される認知症初期集中支援チームは本市では医

療機関に設置しています。認知症の早期診断・早期対応の観点から，チーム員が高齢

者支援センター等からの相談に基づき，認知症が疑われる人や認知症の人及びその家

族を訪問し，アセスメントや家族支援といった初期の支援を包括的，集中的に行いま

す。                              （健康長寿課） 

（Ⅳ－１－イ）【支え合うまちづくり＞地域で安心して暮らすために】再掲あり 
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